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1.はじめに

本稿の目的は、「都市集積の経済性」と都市集積

(都市規模)との一一般的関係を解明しようとする

ときに、その準備作業として避けることの出来な

い2つの間貸乱　すなわち、第1に都市の範囲ない

し領域を如何にして設定するか、第2に都市集積

ないし都市規模の尺度として如何なる指椋を選定

するか、という問題に対して、現代日本の実態に

照らして1つの解答を提供することである。その

際、都市集積の経済性の指標としては地価を採用
することとする。

まず、本稿の分析について、その背景・位置づ

本稿は.財団法人中国電力技術研究財団の平成3年度
r産業振興に関する調査・研究等助成Jによる研究成

果の一部である。この助成なしには本稿のような多大
な作業を伴う研究は実現出来なかったであろうp記し
て同財団に謝意を表します。

吉　村　　　弘

け、ないし経済学的意義を明らかにしよう。

経済の変動は、それが歴史の変遷であれ地域の

盛衰であれ、生産性の高い分野・地域への生産要

素の移動として発現する。その際、生産性に影響

する要因としては、技術進歩・イノベーション、

産業構造・産業組織の変革など種々考えられるが、

「外部効果」もその1つである。特に地域経済政

策の観点からみるとき、外部効果は極めて重要で

ある。とりわけ現在で掠、ソフト化・サービス化・

情報化を背景として、事業所、工場、企業など産

業活動に係る外部効果だけでなく、消費活動や公

共活動も含む全般的経済規模のもたらす外部効果、

すなわち「都市集積の経済性」が地域における生

産性向上の極めて重要な契機となっている。した

がって、とりわけ現代日本において、都市集積の
経済性について、その実態および都市規模との一

般的関係を解明することは、経済学上大きな意義

を有する。

また、都市集積の経済性の計測は経済政策上も

大きな意義を有する。現在、多極分散型国土の形

成が全国的課題となっているが、地域においても、

環境問題とも関連して、その経済集積を高めるべ

きか否か、また、高めるべきとすれば、どのよう

に高めるべきかという問題は、大きな政策課題で

あり、地域経済政策の根幹に関わる問題である。

さらに、都市集積の経済性の成果の多くは、移動

不可能な生産要素である土地や建設物に対する報

酬(地代、家賃など)および、その価格(地価、

建物価格など)として吸収され、これが現代日本

における地域間および個人間の経済力格差の大き

な原因となっている。しかるに、都市集積の蓄横

は公共投資に負うところが多いので、その成果を

課税等によって公共的に吸収する方策が検討され
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るべきであろう。そのためには、都市集積の経済

性と都市規模との一般的関係を解明することが必

要である。

このような意義を有する「都市集積の経済性J.

を計測しようとする際に、避けることの出来ない

問題が3つある。第1に　r都市集積の経済性」の

尺度としてどのような指棟を選定するか、第2に

都市の範囲である　r都市領域J　を如何に設定する

か、第3に都市集積の大きさである「都市規模ユ

の尺度としてどのような指標を選定するか、とい

うことである。

本稿の目的は、上述のように、この3つの問題

のうち、第2の「都市領域Jの設定と第3の「都

市規模」の指標の選定について、現代日本の実態

に即して1つの有益な解答を提供することである。

まず.「都市領域」としては-行政区城としてのr市ム

その市に周辺町村を加えた「都市圏J、及び、その

都市圏を数個集めた「ェリアJなど、いくつかの

都市領域が考えられる。どの概念を都市領域とし

て採用するかによって都市規模と都市集積の経済

性の関係は当然異なるり　例えば、行政区域として

の市のような小さな区域を都市領域とすれば、東

京23区周辺の市は、それが産業上も生活上も東

京23区の衛星都市であるという性格から、都市集

積の経済性が「実力J以上に高く評価されること

になるであろう。

次に、都市集積ないし　r都市規模Jの指標とし

ては、人口、人口集中地区人口、事業所数、就業

者、生産額など妥当なものが種々考えられる。し
かし、そのうち、上記の目的にとって最も妥当な

指標の選択は先験的に決められるべきものではな

い。実態に即して総合的に判断されるべきである。
なお、本稿はあくまでも「都市集積の経済性J

と都市規模との一般的関係を解明するための準備

作業であるから、その作業は、上記の第1の間堪、

すなわち「都市集積の経済性」の尺度としてどの

ような指標を選定するかという問題と関係づけて

進めなくてはならない。

そこで、まず都市集積の経済性として地価を選

んだ背景・理由を明らかにしなくてはならない。

2.「都市集積の経済性」の指標

「都市集積の経済性」は、本来、生産額、付加

価値、所得など貨幣で表されるものや生産に直接

関わるもに限定されるべきではないが、それに限

るとした場合でも、生産に貢献した種々の要因の

うちから都市集積の要因だけを分離して取り出す

ことは至難の技である。

単純化して、個別企業の所得の生産には、土地、

労働、資本が投入され、さらに　r都市集積の経済

性」および、その他の要因(技術、組織、経営能

力など)が作用するものとするもr都市集積の経済

性」はその都市に立地するすべての企業に共通す

る要因であるが、それ以外は個別企業に固有の要

因である。現在の日本のような私有財産制にもと

づく市場経済では、原則として、生産に寄与する

要因のうち、労働に対する醜酬は賃金としてその

所有者である労働者に、また、資本及び技術・組

織・経営能力などの報酬は利潤として資本所有者

に分配され、土地に対する報酬は地代として地主

に分配される。このうち、労働と資本は国内を原

則として自由に移動できるので、その報酬(とく

に賃金については、物価、家賃・地代、および自

然的文化的要因などの地域間格差を差し引いた実

質的報酬)は均等化する傾向があり、移動がなく

なった均衡状態では、地域間格差は無いことにな

る。しかし、土地は本来移動し得ないので、その

報酬の地域間格差が解消するメカニズムはもとも

と存在しない。

ところで、生産に貢献する諸要因のうち、最後

に残った「都市集積の経済性J　は誰の所有でもな

いので.その貢献部分は、その発生する都市にお

ける生産において生産要素を提供した土地、労働、

資本の所有者に分配される.しかし、上でみたよ

うに土地以外の労働や資本については、その報酬

の地域間格差は解消されるメカニズムがあるので、

「都市集積の経済性J　は均衡では土地に対する報

酬の地域間格差に反映されることになる。このこ

とは、現実の地代は、土地そのものの肥沃度や物

理的化学的性質の相違Iとよるよりも、土地のおか

れた状況によって異なるところが大であると考え

ることに等しい。

以上より、「都市集積の経済性Jは、要素移動の

可能性のなくなった均衡においては、地代に反映

されると考えられる。ただし、現実には労働や資

本の移動が生じているので、未だ均衡に達してい

るとはいい難く、賃金や利潤の地域間格差にも幾
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分かは反映されていると見るのがよいであろう。

賃金及び利潤の地域間格差を「都市集積の経済性J

の指標とする場合については拙稿[2][51[6]

に譲るとして、本稿では土地への報酬を通じてr都

市集積の経済性Jへアプローチする。

なお、土地への報酬としては∴本来「地代」で

あるべきであるが、地代のデータを都市別に求め

ることは困難が大きいので、そのストック・プラ

イスである「地価Jで代用する。ここで注意すべ

きは、この代用によって、土地への報酬の地域間

格差が、地代の場合に比して過大に現れるという

点である。すなわち、図1のように、大都市と町

村ないレト都市との地代格差は1,52倍であり、民

営家賃では5.2倍に過ぎないが、以下でみるように、

地価の地域間格差はそれより遥かに大きい。しか

し、地代の代用として地価を用いることは、土地

への報酬の地域間格差を過大に評価する嫌いがあ

るとしても、その地域間格差の傾向性は十分反映

するものであり、都市集積の経済性の指標として

地価を採用することは第1次接近としては十分許

されることである。

本稿では、地価として国土庁「公示地価」の商

業地と住宅地について、当該地域の最高価格を採

用した。

図11世帯当たり民営家賃・地代(全国=1仙)

全世帯、平成4年家計調査

臼大部市田中都市Ia小都市Alm小机市B阻町村

3.都市領域の選定のための選択肢および
資料

都市領域は、本来、都市としての機能が発揮さ
れる区域であり、しかも本稿の目的に沿うように、

すなわち都市規模と都市集積の経済性との関係が

最も明確に現れるように、選定されるべきである。

都市領域としては、まず最も狭い区域として、行

政区城としての「市Jが考えられる。他方、広く

とらえても、行政区域としての「都道府県Jは都

市領域としてあまりに広すぎる.その中間の区域

が是非とも必要であるが、そのような区域は行政
区域として確立されたものはない。そこで、この

点で先駆的な試みである朝日新聞社r民力」(1989

年版)を利用することとした。

都市領域の選択肢として、「都市」r都市臥rエ

リア」の3つを選んだ。その概略は次のとおりで

ある。

r都市」…・行政区城としての市

r都市圏J.‥・r都市J　とその周辺町村を含

む区域

rェリア」‥・複数の　r都市乳　の集合

これについて説明を加えておく必要がある。「都

市Jは基本的には行政区域としての市であり、全

国の市は1989年には678(東泉23区を含む)ある。

しかし、後に「都市乱や「ェリア」として全国

を被い尽くす際に、市をもたない町村だけの区域

も考える必要があるので、r民力jにしたがって「市

の存在しない町村のみの地区」も「都市Jに含め

ることとした。これは全国で31地区ある。例えば

中国四国地方でみると、島根県の「隠岐地区」は

西郷町など3町4村で構成されており、市をもた

ないが、独立した「都市J　として扱っている。ま

た岡山県美作地区、徳島県穴吹地区、池田地区、

海南地区、香川県小豆島地区、愛媛県南宇和地区、

など中国四国地方で7地区ある。しかしながら、

データの収集可能性の点から、この「地区」を加

えることが出来たのは、全31地区のうちr住宅地」

の分析について僅かになし得ただけであり、標本

数が678をこえている場合(標本数681)がこれで

ある。.したがって、「市の存在しない町村のみの地
区」を加えたからと言って、実質上の意味や本稿

の結論に対して影響するものはないと考えてよい。

よ1って、「都市Jは「行政区域としての市(東京23

区を含む)」と考えて差し支えない。

次に、「都市圏」とは、中心となる「都市jの核

都市としての機能の影響が大であり、その「都市J
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に最も強い関連をもつ町村(他市との競合条件の

中で)を含む領域である。また、都市圏は、領域

を構成する生活圏、文化圏、経済圏という3つの

要素のなかで、生活圏と最も関わりの大きい地域

単位である。したがって、「都市圏」は、市を中心

として周辺町村部を含む狭い日常生活圏であると

考えることが出来る。なお、「都市乳は、行政区

城としての市町村を最小単位として、それらの合

成であるが、合成に当たっては都道府県の境界に

はこだわらないで行われている。例えば、山口県

和木町は広島県大竹市を核都市とする「大竹都市

圏」に含まれ、島根県赤来町および羽須美村は広

島県三次市を核都市とする「三次都市圏」に属す

る。また、愛媛県弓削町、生名村および岩城村は

広島県因島市を核都市とする「因島都市圏」に含

まれている。

最後に、「手リアJは「都市圏」が複数集まった

ものであるが、これは、生活圏、文化圏、経済圏

という3つの要素のうち、経済圏としての性格が

最も強い領域である。「地域流通経済圏の考え方が

基盤」となっており、「中心都市としての行政・産

業・経済・文化の都市機能条件が強大であることJ

(r民力」1989年版13頁)を特徴とする。全国を、

地方圏の107のエリアと大都市圏の大都市狭域3エ

リア、合計110のエリアに分割している。地域ブロッ

ク別ユリア数は次のとおりである。

北海道…・　　・9エリア

東北…　…　…20エリア

関東…　…　…12エリア

甲信越・北陸東海‥・21エリア

近畿‥・　　　・・11エリア

中四・四国…　…19エリア

九州・沖縄…　…18エリア

ここで、大都市狭城3エリアと中国・四国地方

のエリア~について若干補足しておこう。

大都市狭域エリアは東京狭域エリア、大阪狭域

エリア、名古屋狭域エリアの3つである。東京狭

域エリアは、東京都および神奈川県の全域、埼玉

県南部、茨城県南部、千葉県中央部、山梨県の一

部(大月都市圏など)を含む人口密集地域である。

その人口は約3000万人(昭和60年国勢調査人口2953

万人.昭和63年版住民基本台帳人口3(泊3万人)、世

帯数は約1082万世帯で、全国人口の約4分の1を

占める。

大阪狭域エリアは、大阪府および奈良県の全域、

兵庫県東部の一部(川西、尼崎、西宮、伊丹、宝

塚など)、京都府南部の一一都(木津町、加茂町、精

華町など)、三重県西部の一一部(上野市、名張市な

ど)、和歌山県北部の一部(橋本市など)であり、

人口は約1200万人(昭和60年国勢調査人口1180万

人、昭和63年版住民基本台帳人口1172万人)、世帯

数は約405万世帯である。上記のように東京狭域エ

リアには東京23区周辺の大都市はすべて含まれて

いるが、大阪狭域エリアには神戸市や京都市が含

まれていないことに注意しな.くてはならない。

名古屋狭域エリアは、名古屋市を中心とする名

古屋都市圏、豊田市・岡崎市・半田市・一宮市と

その周辺など愛知県の大部分(愛知県のうち、豊

橋市・豊川市・新城市など豊橋エリアを除く地域)、

岐阜県南部の多治見地域、三重県北部の一部(桑

名都市圏)などであり、人口は約640万人(昭和60

年国勢調査人口635万人、昭和63年版住民基本台帳

人口640万人)、世帯数は約202万世帯である。

また、中国・四国地方は次の19ェリアに分割さ

れている。人口は昭和63年住民基本台帳人口であ

る。
鳥取エリア(人口40万人、鳥取市、倉吉市とそ

の周辺町村、そのほか、兵庫県・岡山県の5町村

を含む)

米子エリア(人口25万人、米子市、境港市とそ

の周辺町村)

松江エリア(人口56万人.松江市、出雲市、大

田市、安来市、平田市とその周辺町村、および隠

岐)

浜田・益田エリア(人口21万人、浜田市、益田

市、江津市とその周辺町村)
岡山・倉敷土リア(人口180万人、岡山市、倉敷

市、津山市、玉野市、総社市、高梁市、新見市、

備前れ　勝山市とその周辺町村)

福山エリア(人口102万人福山市、竹原市、三
原市、尾道市、囲島市、府中市.岡山県笠岡市、

井原市とその周辺町私　および一部に愛媛県の町

村を含む)
広島エリア(人目223万人、広島市、呉市.三次

市、庄原市、大竹市、東広島市、廿日市市、山口

県岩国市、柳井市とその周辺町村)
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徳山エリア(人口28万人、徳山市、下松市、光

市、新南陽市とその周辺町村)

山口・宇部エリア(人口56万人、宇部市、山口

市、防府市、小野田市、莱祢市とその周辺町村)
萩エリア(人口12万人、萩市、長門市とその周

辺町村)

下関エリア(人口34万人、下関市とその周辺町

村)

徳島ユリア(人口84万人、徳島市、鳴門市、小

松島市、阿南市とその周辺町村、および穴吹・池

田・海南地区)

高松エリア(人口102万人、高松市、丸亀市、坂

出市、善通寺市、観音寺市とその周辺町村、およ

び小豆島)

今治・新居浜エリア(人口55万人、今治市、新

居浜市、西条市、川之江市、伊予三島市、東予市

とその周辺町村)

松山エリア(人口62万人、松山市、伊予市、北

条市とその周辺町村)

八幡浜エリア(人口19万人、八幡浜市、大洲市

とその周辺町村)

宇和島エリア(人口17万人、宇和島市とその周

辺町村、および南宇和地区)

高知エリア(人口72万人、高知市、室戸市、安

芸市、南国市.土佐市、須佐市とその周辺町村)

宿毛エリア(人口13万人、宿毛市、中村市、土

佐清水市とその周辺町村)

4.都市規模の指標の選定のための選択肢
および資料

都市の規模はどのような尺度で表されるべきで

あろうか。一般的に都市規模を表すと考えられる

指標は多数存在する。そのうち、都市レベルでの

データの入手可能性および信頼性を考慮した上で、

都市集積の経済性と都市規模の一般的関係を構築

するにふさわしい都市規模の尺度は何か、これが

当面の問題である。

まず、一般に都市規模を表すと考えられ、かつ

都市レベルでのデータの入手可能性および信頼性

の条件を満たす指棟として、朝日新聞r民力j(1989

年版)より、面積、人口.就業者、事業所、経済

活動.総合など次の28種を選ぶ。

(1)面積の指標:面積

(2)人口の指標:人口数、人口指棟、人口集中地

区人口、人口集中地区人口比、人口密度、転入人

口、転出人口、昼夜間人口比

(3)就業者の指標二国勢謝査就業者総数、第1次

産業就業者数、第2次産業就業者数、第3次産業

就業者数、第1次産業就業者構成比、第2次産業

就業者構成比、第3次産業就業者構成比、事業所

統計従業者総数

(4)事業所の指標:線事業所数.民営サービス業

事業所教

(5)経済活動の指標:工業製品出荷額等、商店年

間販売額、′ト売薬総商店数、金融機関店舗数、預

貯金残高、諌税対象所得額、所得格差

(6)総合指標:民力総合指数、一人当たり民力水

準

5.都市領域および都市規模の指標の選定

基準

以上のように、朝日新聞r民力j(1989年版)の

資料より、都市領域の選択肢として3種、都市規

模の選択肢として28種を選ぶ。また、すでに述べ

たように、都市集積の指標として「地価J　を商業

地地価と住宅地地価の2種類選ぶ。これら都市領

域の指標3、都市集積の指標28、地価の指標2の

すべての組み合わせ(3×28×2=168個)につい

て、都市窺槙と都市集積の経済性の相関関係を考

察する。ここで、相関関係として、2つの型の回

帰式、すなわち、単純線型回帰式(両変数とも実

変数の線型回帰式)と対数線型回帰式(両変数に

ついて、実変数の自然対数値を新たな変数とする

線型回帰式)を選ぶ。したがって、168個の2倍の

336ケースについて回帰式を得る。これらの336ケー

スのうち、都市規模と都市集積の経済性の関係が

最も明確に認められるという観点から、都市領域

および都市規模の指標を選定することとする。

なお、都市及び都市圏は、データの入手可能性

の点で若干の違いはあるが、上記のように670～680

に分けられ、エリアは110に区分されている。それ

ら全てについて28種の都市規模指標、2種の地価

を用意する必要があり、それゆえ、この結果を得
るのに利用したデータ数は膨大な数にのぼる。
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6.都市領域の選定

以上のような336ケースについて回帰式を推計し

た結果、その決定係数の値について表1～12に示

した。決定係教は、サンプル教が670～680もあっ

て多いので、自由度で調整しても、しなくても、

その値に殆ど差はない。

これによると、都市領域としては「コニリアJが

断然優れていることが分かる。やや詳しくみると、

都市単位、都市圏単位、エリア単位それぞれの上

位3位まで示すと、次のようである。(数字は決定

係数)

<商業地、単純線型回帰>

都市単位:線従業員0.581、民力総合指数).560、

民営事業所(サービス業)0.522

都市圏単位:転出人口0.677、総従業員数0.547、

預貯金残高0.519

ユリア単位:小売業総商店数0.703、金融機関

店舗数0.688、事業所総数0.682

<商業地、対数線型回帰>

都市単位:預貯金残高0.758、課税対象所得

額0.756、転入人口0.742

都市圏単位:課税対象所得額0.710、預貯金残
高0.706、転入人口0.695

コLリア単位:第3次産業就業者数0.825、課税

対象所得額0.815、預貯金残高0.811

<住宅地、単純線型回帰>

都市単位:昼夜間人口比0.500、預貯金残高

0.486、所得格差0.477

都市潮単位:昼夜間人口比0.511、預貯金残高

0.481、所得格差0.467

コLリア単位:預貯金残高0.969、転入人口0.951、

課税対象所得額0.950

<住宅地、対数線型回帰>

都市単位:人口密度、0.695、所得格差0.657、

第1次産業就業者構成比0.634

都市圏単位:人口軌軋0.653、所得格差0.648、

第1次産業就業者構成比

0.643

コこリア単位:預貯金残商).764、事業所総数0.718.

課税対象所得額0.718

詳しくは、表1～12のとおりである。

これより、単純線型回帰式については、商業地

も住宅地も共に、都市、都市圏、エリアというよ

うに都市簡域を広くとるほど決定係数が大きくなっ

ている。しかも、住宅地については、エリアの決

定係数が都市や都市圏に比して格段に大きい。ま

た、対数線型回帰式については、都市圏の決定係

数が一番示さく、次が都市で、両者の順位が逆転

しているが、エリアのそれが最も大きいことに変

わりはない。しかも、商業地については、エリア

の決定係数が他の都市や都市圏のそれに比して格

段に大きい。

さらに、都市規模の指標の選択の仕方に関わら

ず全体として、エリア単位の都市領域の決定係数

が、都市や都市圏単位のそれに比べて、高い値と

なっている。このことを整理したのが表13である。

表13によれば、都市規模の指標は全都で28種で

あるが、そのうち、決定係数の値が一定倍以上で

ある都市規模の指標の数をみると、例えば、商業

地の単純線型回帰式についての推計では、決定係

数0.6以上の都市規模指榛の数は、都市単位では0

個、都市圏単位では1個であるのに対して、エリ

ア単位では18個である。エリア単位が断然多い。

同様に、商業地の対数線型回帰式では、決定係

数0.6以上の指標数は、都市単位15、都市圏単位6、

エリア単位18である。この場合、都市単位とエリ

ア単位とでは15と18であって大差ないが、決定係

数を0.7以上あるいは0.8以上に引き上げると、両

者は、表13のように、それぞれ6と17、0と10と

なって、大差が生じ、エリア単位が優れているこ

とが明瞭となる。

他方、住宅地については、商業地よりも事情は

さらにエリア単位に有利となる。すなわち、単純

線型回帰式について、決定係数0.6以上の都市規模

指榛の数は、都市単位でも都市圏単位でも共に0

であるが、エリア単位では19である。対数線型回

帰式についても.都市単位でも都市圏単位でも共

に3であるが、エリア単位では16である。

このように、表13より一　次のことが分かる。都

市規模の桔梗としては種々考えられるが、その中

の多くの指標について、都市領域としてエリア単

位をとれば、都市や都市圏をとる場合に比して、

-30-



衰1商業地地価と都市規模指棟との関係
(都市単位、単純線型回帰式)

都 市 観 機 の 鎗 棟 決 定 係 数

司

捻 従 業 員 数 0 . 5 8 1 l

民 力 総 合 櫓 敵 0 .5 5 0 2

民 営 事 業 所　 サ ー ビ ス 祭 0 .5 2 2 3

預 貯 金 残 高 0 .5 2 0 4

金 細 機 関 店 表 敦 0 .4 9 3 5

商 店 年 間 販 売 覇 0 .4 7 5 6

総 車 義 賄 敷 0 .4 7 2 7

転 出 人 口 0 . 3 9 9 I

事 穐 対 象 鵬 ● ■ 0 . 1 g 8 g

第 3 次 産 業 蹴 蕪 番 数 0 . 引 ‖ 1 0

′ヽ売 叢 総 商 店 数 0 .3 8 5 1 1

人 口 集 中 地 区 人 口 0 .3 8 1 1 2

所 得 格 差 0 .3 6 8 13

就 業 者 総 数 0 .3 6 7 14

転 入 人 口 0 .3 5 g 15

人 口 8 . 3 5 1 1 1

人 口 密 度 0 . 3 5 0 1 7

人 口 指 数 0 . 3 4 3 1 3

第 2 次 産 業 鍍 業 者 数 0 . 3 1 0 1 9

星 夜 間 人 口 比 0 . 2 3 4 2 0

工 業 製 品 年 間 出 荷 場 0 . 2 1 0 2 1

1 人 当 た り の 民 力 水 庫 0 . 2 0 0 2 2

人 口 集 中 地 区 人 口 比 0 , 1 g 8 2 3

第 3 次 産 東 銀 業 者 繍 成 比 仇 】の 餌

第 1 次 産 業 蹴 貴 書 構 成 比 0 . 1 0 8 さI

第 2 次 産 業 就 業 者 構 成 比 0 . 0 3 5 2 6

第 1 次 産 業 鍍 業 者 数 0 . 0 8 1 2 7

総 面 積 0 .0 m 2 8

表2　商業地地価と都市規模指標との関係
(都市圏、単純線型回帰式)

都 市 機 構 の 指 機 決 定 係 数 員 位

転 出 人 口 0 . 5 7 7 l

総 従 業 員 故 0 . 5 4 1 2

預 貯 金 残 高 0 .r5 1 9 3

民 力 総 合 指 数 0 . 5 1 3 4

商 店 年 間 販 売 額 0 . 4 7 4 5

長 官 車 乗 所　 サ ー ビ ス 乗 0 . 4 7 tI 6

第 2 次 塵 算 銘 業 者 数 ロ. 捕 6 7

第 2 次 産 稟 虞 貴 著 構 成 比 0 . 4 5 9 8

金 融 機 蘭 店 舗 数 0 . 4 4 5 g

総 雷 某 所 敵 0 . 4 3 0 10

人 口 集 中 地 区 人 口 0 . 3 7 5 1 1

畏 税 対 象 所 得 額 0 . 3 7 3 12

所 得 格 差 0 . 3 6 こl 13

第 3 次 産 業 就 業 者 数 0 . 3 5 8 14

人 口 密 度 0 . 3 4 1 15

転 入 人 口 0 . 3 3 g 16

小 売 業 緒 商 店 数 8 . 3 3 2 17

放 棄 者 捻 敦 8 . 3 1 9 18

人 口 0 . 3 0 7 1g

人 口 指 数 0 . 2 9 g 20

第 3 次 産 業 蹴 葉 書 穐 成 比 由, 2 4 8 2 1

昼 夜 間 人 口 比 0 . 2 4 1 22

人 口 集 中 地 区 人 口 比 0 . 2 2 5 23

l 人 当 た り の 民 力 水 準 0 . 2 0 3 24

工 凛 製 品 年 蘭 出 精 欄 0 . 1 8 g 25

車 1 凍 き 書 接 書 書 蜃 8 . 0 5 1 26

第 1 次 産 集 散 叢 書 構 成 比 0 . 0 1 3 27

総 面 柵 0 . 0 0 5 28
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表3　商業地地価と都市規模指棟との関係
(ェリア単位、単純線型回帰式)

I 止 訪 市 親 積 の 拇 棟 決 定 錫 救 意 拉

2 3 小 売 嘉 穂 商 店 数 0 . 7 0 3 l

2 5 金 級 饅 開 店 繍 数 0 . 6 8 3 2

11 車 祭 商 社 敷 0 . 6 8 2 3

22 工 業 製 品 年 間 出 荷 額 0 . 6 5 g 4

12 民 営 事 業 所　 サ ー ビ ス 簑 0 . 6 5 8 5

8 人 口 密 度 0 . 6 机 i

5 人 口 0 . 5 5 8 7

15 第 2 次 慮 算 鑑 叢 書 敷 0 . 6 5 6 8

2 人 口 指 数 0 . 6 5 3 9

2 1 総 従 業 員 数 0 . 6 4 g 10

13 就 業 者 総 数 0 . 6 4 4 11

6 人 口 集 中 地 区 人 口 0 . 5 3 5 12

1 民 力 総 合 指 数 0 . 6 3 5 13

16 第 3 次 産 業 鍍 集 音 数 0 . 5 3 4 14

10 転 出 人 口 0 . 6 2 3 15

2 4 應 店 年 間 販 売 譲 0 . 6 0 g 16

g 転 入 人 口 0 .6 0 6 1 7

27 無 税 対 象 所 得 嬉 0 .銅 0 1 8

25 環 貯 金 残 高 0 . 5 3 2 1 g

7 人 口 集 中 地 区 人 口 比 0 .4 4 0 t O

14 第 1 次 慮 稟 欽 隷 書 数 0 ,4 2 g 2 1

20 新 得 格 差 0 . 3 3 3 2 2

17 第 1 挟 .慮 震 度 貴 書 構 成 比 0 .2 6 8 2 3

19 第 3 次 慮 貪 戯 貴 書 構 成 比 0 . 1 9 3 2 4

4 総 面 積 0 .1 6 2 2 5

3 1 人 当 た り の 民 力 水 準 0 .0 6 6 2 6

28 星 夜 間 人 口 比 0 .0 2 5 2 7

18 第 2 次 産 業 就 隷 書 構 成 比 0 .0 0 7 2 8

表4　商業地地価と都市規模指標との関係
(都市単位、対数線型回帰式)

M n 節 市 親 機 の 梅 線 決 定 係 数 電 位

2 5 檀 貯 金 残 高 0 . 7 5 8 l

2 7 長 税 対 象 所 得 額 0 . 7 5 5 2

t 転 入 人 口 8 . 7 4 2 3

9 転 出 人 口 8 . 7 3 7 4

16 第 3 次 産 業 麒 業 者 数 0 . 7 3 6 5

1 民 力 総 合 婚 鉉 ロ.7 2 1 l

1 3 就 業 者 総 数 0 .6 8 7 7

5 人 口 0 .6 8 4 8

2 人 口 指 数 0 .6 掴 9

2 1 総 従 業 員 数 0 .6 6 7 1 0

12 民 営 事 業 所　 サ ー ビ ス 集 0 .6 5 8 1 1

11 総 事 業 所 数 0 . 6 5 0 12

2 4 商 店 年 間 販 売 欄 0 . 6 2 1 13

Z S 金 錮 機 関 店 が 数 8 .6 1 7 1 1

2 3 小 売 業 総 商 店 数 0 .6 1 4 1 5

10 人 E 密 度 0 .5 6 2 1 6

15 第 2 次 産 業 鍍 業 者 数 0 .5 5 7 1 7

17 第 1 次 産 業 故 叢 書 構 成 比 0 . 5 1 3 1 3

2 0 所 得 格 差 0 .4 9 4 1 9

6 人 口 集 中 地 区 人 口 0 .4 0 2 2 0

1g 第 3 次 産 業 就 業 者 檎 成 比 0 . 3 机 2 1

2 2 工 業 製 品 年 間 出 荷 欄 0 .3 J 4 詑

7 人 口 集 中 地 区 人 口 比 0 .3 0 4 2 3

4 捻 面 練 0 .0 7 3 2 4

3 1 人 当 た り の 民 力 水 準 0 .0 6 1 2 5

14 第 1 次 産 業 眈 業 者 数 0 . 0 3 9 2 5

Zd 昼 夜 間 人 口 比 0 . 0 2 2 2 7

18 第 2 次 産 業 鑑 賞 者 構 成 比 0 , 0 1 9 2 6



表5　商業地地価と都市規模指標との関係
(都市圏単位、対数線型回帰式〉

都 市 鶴 橋 の 指 檀 決 定 係 数 報 位

凝 視 対 象 所 闊腰 0 . 7 1 0 r 1

預 貯 金 残 高 0 , 7 0 5 Z

転 入 人 口 0 . 6 9 5 3

転 出 人 口 0 . 5 7 7 4

第 3 次 産 業 鍍 業 者 数 0 . 6 6 4 5

民 力 総 合 指 数 0 . 5 1 4 6

商 店 年 間 販 売 額 0 . 5 8 2 7

総 従 業 員 数 0 , 5 7 6 3

人 口 指 数 0 . 5 7 8 g

人 口 0 . 5 7 8 1 0

鉱 業 書 総 数　 . 0 . 5 6 0 1 1

民 営 事 業 所　 サ ー ビ ス 稟 0 . 5 2 2 1 2

総 革 某 所 散 0 . 5 1 9 1 3

金 融 機 関 店 舗 数 0 . 5 1 4 1 4

第 2 次 産 業 鍍 業 者 数 0 . 4 6 6 1 5

所 簿 格 差 0 . 1 6 5 1 5

人 口 密 度 8 . 4 6 4 1 7

第 1 次 産 蕪 就 業 者 構 成 比

第 3 次 産 食 鉱 業 香 構 成 比

0 . 4 5 9

0 . 4 5 5

1 8

1 g

小 売 集 線 商 店 数 0 . 4 5 0 2 0

人 口 集 中 地 区 人 口 0 . 4 0 2 2 1

人 口 集 中 地 区 人 口 比 0 . 3 6 3 2 2

工 業 製 品 年 間 出 荷 額 0 . 3 0 8 2 3

総 面 棟 8 . の 2 2 4

1 人 当 た り の 展 力 水 携 0 , 0 6 9 2 5

第 1 次 産 業 就 業 者 数 0 . 0 5 1 2 6

皇 夜 間 人 口 比 0 . 0 3 2 2 7

第 2 次 産 禦 就 業 者 構 成 比 0 . 0 1 3 2 8

表6　商業地地価と都市規模指棟との関係
(エリア単位、対数線型回帰式)

柿 市 機 構 の 指 標 決 定 額 救 慮 位

第 3 次 慮 算 虞 業 者 数 0 .3 2 5 1

■ 穐 車 教 轟 雷 ■ 0 .8 1 5 2

預 貯 金 残 高 0 . 8 1 1 ユ

総 従 乗 員 放 0 . 8 0 5 4

人 口 指 数 0 .引 用 5

人 口 O .鋼 3 5

商 店 年 間 販 売 額 0 .8 0 ～ 7

民 力 総 合 指 数 0 .m 1 8

民 営 事 業 所　 サ ー ビ ス 集 0 .8 0 0 g

金 融 機 関 店 減 数 0 .銅 0 10

事 業 所 総 数 0 . 7 9 9 11

人 口 集 中 地 区 人 口 8 . 7 9 3 12

就 業 者 縁 故 0 . 7 9 5 D

転 入 人 口 0 . 円 4 14

小 売 業 総 商 店 数 0 . 7 8 7 15

転 出 人 口 m 7 7 5 15

第 2 次 産 乗 駄 業 者 数 0 . 7 3 2 17

エ 彙 製 品 年 間 出 荷 額 0 . 6 0 7 18

第 1 次 産 業 蹴 貴 書 構 成 比 0 . 5 3 g 1g

人 口 密 度 0 . 痛 8 20

人 口 集 中 地 区 人 口 比 8 . 4 3 9 2 1

第 日 大産 業 蹴 業 者 数 0 . 4 0 8 22

第 3 次 産 業 鑑 賞 者 構 成 比 0 . 3 4 6 23

新 顔 格 差 0 . 3 1 2 24

総 面 積 0 . 1 3 8 25

l 人 当 た り の 民 力 水 準 0 . 0 4 5 26

良 夜 間 人 口 比 0 . 0 2 3 27

第 2 次 産 業 鍍 業 者 構 成 比 0 . 0 1 11 28

表7　住宅地地価と都市規模指標との関係
(都市単位、単純線型回帰式)

昼夜間人口

預貯金残高

::は≡…三豊
人口密度
絵従業員数

民力総合指

人口集中地
第3次産業
民営事業所

金融機関店
総事業所敦

諌税対象所
転出人口

第1次産業
第3次産業

襟 の 檜 憮 決 定 腐 蝕 ■ 拉

比

の 民 力 水 準

0 . 5 0 0 1

0 . 4 8 6 2

0 . 1 7 7 3

ロ. 1 5 7 . 4

売 棟

数

0 . 3 8 8 5

0 . 3 1 5 6

0 . 2 1 6 7

0 . 2 1 5 8

区 人 口 比 0 . 1 5 7 9

眈 業 者 構 成 比 0 . 1 凋 10

サ ー ビ ス 叢 0 . 日 3 1 1

表 象 0 . 1 2 5 12

碍 ■

0 . 1 日 13

0 . 0 9 7 14

鑑 賞 者 構 成 比

0 . 0 8 6 15

0 . 0 8 3 16

就 業 者 数 0 . 0 7 4 17

人口集中地区人口

転入人口

小売棄権商店数

22l　工業製品年間出荷額
第1次産業就業者数

第2次産業蹴叢書構成比
総面積

1819202122232425262728一

衷8　住宅地地価と都市規模指標との関係
(都市圏単位、単純線型回帰式)

H n 都 市 鳩 積 の 指 標 決 定 係 数 順 位

28 星 夜 間 人 口 比 0 .5 1 1 1

25 預 貯 金 残 高 0 .胡 1 2

2 0 所 得 格 差 0 .4 6 7 3

3 1 人 当 た り の 民 力 水 準 0 .購 1 4

2 4 商 店 年 間 販 売 額 0 .3 3 4 5

l D 人 口 密 度 0 .3 2 3 6

19 第 3 次 産 業 就 業 者 構 成 比 0 .2 0 g 7

2 1 総 従 業 員 数 0 . 1椚 3

T 人 口 集 中 地 区 人 口 比 0 . 13 6 9

1 民 力 総 会 指 数 0 . 1 7 g 1 0

1 2 民 営 事 業 所　 サ ー ビ ス 葉 0 . 1 1 g 1 1

2 5 金 融 機 関 店 舗 数 0 . 1 0 1 1 2

17 第 1 次 産 業 威 業 者 構 成 比 0 .0 9 9 1 3

1 1 桧 事 業 所 敵 0 .0 日 1 4

2 7 諜 稜 対 象 所 得 額 0 .の 0 1 5

9 転 出 人 口 0 .0 7 1 1 6

6 人 口 集 中 地 区 人 口 0 .0 6 8 1 7

16 第 3 次 産 業 慮 業 者 数 0 .0 5 8 18

8 転 入 人 口 0 .0 5 5 1 g

小売集権商店数
就業者は数
人口

人口指数
第1次産業就業者数

第2次産業就業者構成比
第2次産業就業者救

工業製品年間出荷欄
総面積

2
0
Z
l
禁
㌶
2
6
2
7
と



表9　住宅地地価と都市規模指標との関係
(エリア単位、単純線型回帰式)
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鮪布機構の指柵 決定係数 鴫拉

預貯金残高 0.96g

0.g51

0.950

0.93g

0.935

0.927

0.g24

0.922

0.919

0.g17

0.915

0.915

0.g18

8.舶2

8.391

0.椚0

0.椚2

0、320

0、511

0、566

0.175

0.142

0.117

0.072

0.057

0.052

0.0の

0.002

l

転入人口 2

濃税対象所得額 3

転出人口 4

第 3 次産果敢業者数 5

民力総合怨敵 6

人口集中地区人口 7

就業番線致 8

人口指数 9

総従業員数 川

人口 11

商店年間板東繍 12

民営車食新　 サービス 13

書叢所稔敦 14

金融機璃店舗数 15

第 2 次鹿妻欽貴書緻 16

小売靂総商店数 17

工業製品年間出荷額 18

第 1 次産業墳業者数 19

人口密度 20

所得格差 Zl

人口集中地区人口比 22

捻面柵 23
第 1 次産彙慮会者構成比 24

l人当たりの良力水櫨 25

第3 次産業就業者構成比 26

葺夜間人口比 27

第 2 次産業蹴雛書構成比 28

住宅地地価と都市規模指標との関係
(都市単位、対数線型回帰式)
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膚
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昼

粛

親 機 の 指 標 決 定 係 数 ■ 位

震 域 業 者 構 成 比

0」H 帽 1

0 , 6 5 7 2

0 , 由 4 3

粛 ● 着

高

■ 韓 ■ 青 ℡

、5銅 4

0 . 5 5 g 5

0 . 5 5 6 6

0 . 5 2 7 7

0 . 5 0 4 8

指 数

教

数

0 . 4 9 3 g

8 . 4 6 2 川

0 . 4 6 0 1 1

0 . 4 5 7 12

0 . 4 2 6 13

集 蹴 業 者 数

敦

0 , 4 1 3 14

0 . 3 9 8 15

新　 サ ー ビ ス 鳶 , 3 舶 15

飯 禿 額 0 . 3 7 0 17

店 車 敷 0 . 3 5 3 18

商 店 数 0 . 3 4 7 19

地 区人 口 0 . 3 3 7 20

地 区人 口 比 0 . 3 1 4 2 1

鍵 麟 貴 著構 成 比 仇 之の 2 2

年 間 出 荷 亀 0 . 2 5 0 23

書 車 種 言 輸

0 . 2 5 g 24

0 . 1 7 5 25

り の民 力 水 準 0 . 0 5 2 25

口 比 0 , 0 0 6 27

意 鎗 業 者 膚 威 比 0 . m 柑 23

表11住宅地地価と都市規模指標との関係
(都市圏単位、対数線型回帰式)

H n 都 南 規 横 の 楕 柵 決 定 係 救 ■ 位

tO 人 口 密 度 0 . 6 5 3 l

2 0 所 得 格 差 . 6 4 8 2

l T 第 1 次 産 業 鍍 美 香 檎 成 比 . 6 4 3 3

2 7 義 視 対 象 所 得 額 . 5 0 3 4

2 6 預 貯 金 残 高 4 7 9 5

l 転 入 人 口 4 7 0 5

19 第 3 次 重 美 鉱 義 孝 檜 成 比 4 3 5 7

9 転 出 人 口 . 4 2 4 8

7 人 口 集 中 地 区 人 口 比 . れ柑 9

川 第 3 次 鹿 妻 鋭 業 者 数 事川 10

l 民 力 総 会 指 数 3 5 4 11

5 人 口 集 中 地 区 人 口 . 3 3 1 12

2 4 商 店 年 間 廉 売 凛 . 3 2 7 13

2 1 総 従 業 員 ■ . 3 2 0 14

2 人 口 指 数 3 1 0 1 5

5 人 口 3 0 7 1 5

13 就 業 者 社 数 3 0 1 1 7

4 総 面 積 2 周 1 8

1 5 第 2 次 産 業 鉱 業 者 数 2 7 7 1 9

1 1 後 車 看 鴨 ℡ . 2 5 2 2 0

12 足 首 車 集 所　 サ ー ビ ス 稟 .2 5 2 2 1

25 金 級 機 靖 店 減 数 .2 4 6 2 2

14 第 1 次 虚 業 鍍 業 者 数 .2 2 3 2 3

22 エ 貪 製 品 年 間 出 樗 額 .2 0 7 2 4

23 小 売 業 絶 商 店 数 . 1 9 3 2 5

3 l 人 当 た り の 民 力 水 準 ,0 6 8 2 6

2 8 星 夜 簡 人 口 比 .0 1 7 2 7

18 第 2 次 産 業 就 業 者 構 成 比 . 0 0 0 23

表12　住宅地地価と都市規模指標との関係
(ェリア単位、対数線型回帰式)

打は 帆 布 鵜 標 の 縮 握 決 定 係 数 格 位

2 5 預 貯 金 残 高 ・ 0 . 7 5 4 1

1 1 事 ● 簡 輸 教 0 . 7 1 8 2

2 7 浸 税 対 象 所 得 額 0 .7 1 8 3

20 所 得 欄 壷 0 . 7 1 6 4

23 ′1、売 美 観 商 店 数 0 . 7 1 5 5

1 民 力 総 合 指 数 0 . m 5 6

16 第 3 次 塵 業 獣 業 者 数 0 . 7 0 5 7

2 1 総 従 業 員 数 0 , 7 0 4 8

1 3 就 業 者 総 数 0 . 7 tIO g

2 人 口 指 数 O , 引け lJ

5 人 口 0 . 5 9 7 11

25 金 融 機 軸 店 格 致 0 . 日 0 12

1 5 第 2 次 歯 糞 就 業 音 数 0 . 6 7 △ 13

24 橋 店 年 間 販 売 額 8 . 6 7 7 14

9 転 入 人 口 0 . 6 6 4 15

10 鯨 出 人 口 0 . 6 4 1 15

22 工 業 製 品 年 間 出 荷 欄 0 . 5 5 1 17

8 人 口 密 度 0 . 5 2 g 13

6 人 口 集 中 地 区 人 口 0 . 5 1 6 1g

17 第 1 次 重 美 欽 美 音 構 成 比 0 . 5 1 5 20

12 民 営 車 要 所　 サ ー ビ ス 0 . 4 5 1 2 1

14 第 1 次 産 業 鑑 賞 者 教 0 . 3 2 9 2 2

7 人 口 集 中 地 区 人 口 比 0 . 2 7 7 2 3

19 第 3 次 産 業 鍍 叢 書 構 成 比 0 . 2 1 2 2 4

3 l 人 当 た り の 民 力 水 準 0 . 0 7 8 2 5

4 総 面 積 0 . 0 5 6 ヱl

18 第 2 次 産 業 鍍 業 者 構 成 比 0 . 0 3 g 21

23 星 夜 蘭 人 口 比 . 卯 - 2 3



概ね高い決定係数がえられることが分かる。

以上のように、都市領域として選んだ都市、都

耐臥　エリアの3つについて、決定係数の高位の

都市規模指標を比較すると、エリアの決定係数が

最も高く、かつ、都市規模の指桟の選択の仕方に

関わらず全体として、エリア単位の決定係数が、

都市や都市圏単位のそれに比べて、格段に高い値

となっている。したがって、都市領域としては「エ

リアJ　を選定するのが妥当であると結論する。

表13　決定係数の値が一定値以上である都市規模の指標の数
(都市規模の指棟の総数は28である)

調書S F ∃書寡聞 住　　 宅:　 地
卜1
柵

決定係数の値 0 .8 0 .7 0 .6 0 .8 0 .7 0 .6

式 都市領域 以上 以上 以上 以上 以上 以上

単
純

都　　　　 市 0 0 0 0 0 0

寒

空

都 __茸し 固 0 0 1 0 0 0
エ　 リ　　 ア 0 1 18 18 18 19

女1
軟

都_　　　 市 0 6 15 0 0 3
組
罰捜
式

都 二二亘 = 画 0 2 6 0 0 3
エ　 リ　　 ア 10 1 テ 1 膏 0 9 16

7.都市規模の指標の選定

都市領域としては「エリアJが最も妥当である

ことが明かとなったので、このエリアに関する回

帰式を中心に、都市規模の指標を選定する。

エリアについて、決定係数の大きさ別に都市規

模指標の数を見たのが表14である。

表14から分かるように、商業地は対数線型回帰

式がよくフィットし、住宅地は単純線型回帰式が

よくフィットする。.

表14　決定係数の大きさ別の都市規模指標の数

決定係 数 の値
商　　 業　　 地 住　　 宅　　 地

単純 線型 対数線型 単純線型 対数線 型

0 .9 以 上 0 0 13 0

0 .8 ～ 0 .9未 満 0 10 5 0

0 .7 ～ 0 .8 未 満 1 7 0 9

0 .6 ～ 0 .7未 満 17 1 1 7

0 .5 ～ 0 .6未 満 1 1 1 4

0 .4 ～ 0 .5未 満 2 3 0 1

0 .3 - 0 .4 未満 1 2 0 1

0 .2 - 0 .3 未満 1 0 0 2

0 .1 - 0 .2 未満 2 l 3 0

0 .1 未 満 3 3 5 4

まず商業地について、対数線型回帰でよ.くフィッ

トする都市規模指標の上位10件は、第3次産業就

業者数、諌税対象所得額、預貯金残高、総従業員

数、人口指数、人口、商店年間販売額、民力総合

指数、民営事業所サービス業、金融機関店舗数で

あるが、その決定係数は0.825～0.800の間にあり、

殆ど差はない。

また、単純線型回帰では、よくフィットする上

位10件は、小売業総商店数、金融機関店舗数、事

業所総数、工業製品年間出荷額、民営事業所サー

ビス業、人口密度、人口、第2次産業就業者数、

人口指数.総従業員数であり、それは0.703～0.649

の間にある。

対数線型と単純線型と双方の上位10件に共通の
都市規模指標は、金融機関店舗数(0.744)、民営

事業所サービス業(0,734)、人口(0.7305)、人口

指数(0.7285)、総従業員数(0.727)である。()

は決定係数の平均である。

次に、住宅地について同様の分析を見る。単純

線型回帰がよくフィットする上位10指標は、預貯

金残敵転入人口、課税対象所得鼠転出人口、
第3次産業就業者数、民力総合指数、人口集中地

区人口、就業者総数、人口指数、総従業員総数で

あり、11位は人口、12位は商店年間販売額、13位

は民営事業所サービスである。1位から13位まで

の決定係数は、0.969～0.910であって、その差は

僅かである。

また、対数線型回帰での上位10指標は、預貯金

残高、事業所総数、課税対象所得額、所得格差、

′ト売業総商店数、民力総合指数、第3次産業就業

者数、総従業員数であり、11位は人口、12位は金

融機関店舗数、13位は第2次産業就業者教である

が、1位から10位までの決定係数は0.764～0.699

であり、13位まで下げても0.678である。

単純線型と対数線型の上位10位までに共通な指

標は、預貯金残高(0.8665)、課税対象所得額(0.834)、

第3次産業就業者数(0.820)、民力総合指数(0.816)、

就業者総数(0.8105)、総従業員数(0.8105)、人

口指数(0.809)の7つである。()は決定係数

の平均である。人口については、単純および対数

線型回帰の双方で11位で、平均決定係数は0.806で
ある。

さて、商業地と住宅地の双方で10位以内の指標

は.人口桔梗と総従業員数だけである。それらの

ー34-



4つの決定係数(商業地の単純回帰・対数回帰、

住宅地の単純回帰・対数回帰の決定係数)の平均

は、人口指数0.76875、総従業員数0.76875で偶然

等しい。ここで、人口についてみると、商業地で

は10位以内であるが、住宅地については、単純回

帰でも対数回帰でも11位であるから、上位11位ま

でとれば、人口指標と総従業員数に加えて、人口

も含められる。人口の4つの決定係数の平均は0.76825

であるから、上記の10位以内の共通指標である人

口指標や総従業員数のそれに比して、その差は0.∝)05

であり、差があるとはみなすべきではない。

以上のように、商業地地価との単純回帰および

対数回帰、また住宅地地価との単純回帰および対

数回帰の何れについても、人口より決定係数の高

い指標は若干あるが、それらは高いとはいっても

人口との差は僅差であり、さらに、人口の決定係

数は平均して高い。しかも、観点を変えて、人口

は都市集積ないし都市規模の指標として一般的と

認められていること、またデータとしても入手し

易く、データの信頼性も高い。

したがって、都市規模の指標としては、総合的

にみて「人口Jが最も妥当であると判断できる。

結果としては、「人口」という最も一般的な、すぐ

に思い浮ぶ指標に落ちついたが、種々の可能性を

検討した結果であり、自然な結果であると思われ

る。

8.都市規模と都市集権の経済性

以上、都市領域として　rエリア」を、また都市

規模の指棟として「人口」を選定することの妥当

性をみてきたが、以下では図式によって補足説明

を行いたい。

上記のように、「エリアJについて、商業地地価

と最も関係の深い都市規模指標は、対数線型回帰

では第3次産業就業者数、単純線型回帰では小売

業総商店数である。また、住宅地地価との関係で

は、単純線型回帰も対数線型回帰も共に預貯金残

高が最も相関が高い。そこで、都市規模の指標と

して人口の他に、これら3種の都市規模指標を加

えて、都市集積の経済性の指標としての地価と都

市規模の関係を図式で表したのが、表15および図
2-16である。

図から分かるように、東京狭城エリア、大阪狭

域エリア、名古屋狭域エリアの3巨大エリアを含

む場合と除く場合とでは、Ⅹ(都市規模)とY(都

市集積の経済性こ地価)の間の全体としての関係

に違いがみられる。そこで、3巨大エリアを含む

場合と除いた場合を別々の図式に表した。なお、

人口と地価について、人口100万人以上のエリアと

中国・四国地方の全てのエリアについて付表1・

2に示しておいた。

表15　都市規模の指標と地価との関係

都市規模の 関　 係　 式 決定係数 回の

指標 (Ⅹ) (Y :地胤 円) ( t 値 ) 棍

2

商

業

地

人口

(人)

Y = 1(妬7316+ 1.52gⅩ 0.6駕8 4 .4

* Y = 一165% 77+ 5 .3朗Ⅹ 0.746(17 .◎ 3

Y = 0 .115325Ⅹ1・211 0.弧柁0 .9 4

第 3 次産業 Y = 1261571+ 4 .弧 )Ⅹ 0.6朗(13 .乃 5

就業者数 * Y = -136弘5g+ 18.糾0Ⅹ 0.押3(18 .9 6

(人) Y = 1.12加 5X l・160 0 .8乃¢2 .乃 7

8小売業 Y = 6745∞+ 140.1% Ⅹ 0 .703仕6 .①

総商店数 * Y ここ一179% 14+ 駕1.彪 Ⅹ 0 .6⑯(15 』 g

(店) Y = 10 .3測7釦 X l・㌘5 0.787(19.9 10

11
住

宅

地

人口

(人)

Y = -118916+ 0 .371Ⅹ 0.9158 3.の

* Y = 118個 + 0.21715Ⅹ 0.駈2(14 .① 12

Y = 5 .榔 7Ⅹ0・759 0 .6970 5 .⑳ 13

14
翻 高

(百万円)

Y = 51511+ 0 .㈲ Ⅹ 0 .粥9齢 .①

* Y = 別2朗 + 0 .115746 Ⅹ 0 .個 ¢1 .9 15

Y ここ缶 .儲73お X O・鑓1 0 .7糾0 8 .◎ 16

(注1)*印は、3巨大エリア(東京狭域エリア、大阪狭域

エリア、名古屋狭城エリア)を除いた107エリアについての単純
線型回帰である。無印は、それらを含む110エリアの場合である。

(注2)関係式のうち指数式は、対数線型回帰式として推計
した式を変形したものである。

(注3)サンプル教が多いので、自由度調整の有無による決

定係数の違いはないとみてよい。
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図2　エリア単位
商業地地価一人口

1…東京狭域エリア
3…名古屋狭域エリア

5・・・札幌エリア
7・・・福岡エリア

9…仙台エリア
11…北九州エリア

2・・・大阪狭域エリア
4…京都・大津エリア

6…神戸エリア
8…広島エリア

10…岡山・倉敷エリア

12…新鶴エリア

図3　エリア単位(3巨大エリアを除く)
商業地地価一人口
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図4　エリア単位
商業地地価一人口:対数
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図5　エリア単位
商業地地価一第3次産業就業者数
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図6　エリア単位(3巨大エリアを除く)
商業地地価一第3次産業就業者数
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図7　エリア単位
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図8　エリア単位
商業地地価一小売業総商店数
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図11エリア単位
住宅地地価一人口
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図9　エリア単位(3巨大エリアを除く)
商業地地価-小売業総商店数

●位・百万

図10　コLリア単位
商業地地価-小売業総商店数:対数

図12　エリア単位(3巨大エリアを除く)
住宅地地価一人口
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図13　エリア単位
住宅地地価一人口:対数
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図14　エリア単位
住宅地地価一預貯金残高
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図15　エリア単位(3巨大エリアを除く)
住宅地地価一預貯金残高

斗位・百万
1.2

11

1

8.9

0.8

住
宅
地
地
価

住
宅
地
地
価
　
対
敵

°
Cl
5

g　 ロ7

ロ　　 ロ　 ロ9
ロ越 避 軒　 D 5

2　　　　　　　　　4　　　　　　　　　6

預貯金残高

図16　エリア単位
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8.1　都市規模と都市集積の経済性(商業地)

まず商業地について、都市規模指標として人口

を採用するとき、図2のように、全体として「原

点を通って上に凸の形Jである。したがって、図

4のように、両対数線型回帰式で推計すると決定

係数は0.803となり、単純線型回帰のそれ0.658よ

りも遥かに決定係数が高く、フィットがよい。

さらに良くみると、3巨大エリアを除いた図3

から分かるように、人口規模300万人くらいまでは、

「原点をとおって下に凸」の形である。あるいは、

表15の単純線型関係式(図2と図3に対応する関

係式)をみると、Xの係数の値が、3巨大エリア

を含む場合は1.529であるのに対して、含まない場

合は5.364であり、3巨大エリアを除いた場合の方

が断然大きい。したがって、人口規模の小さいと

きは、その増加と共に急激に地価も上昇するが、

人口規模が一一定規模より大きくなると、その規模

の増加ほどには地価は上昇しないことが分かる。

なお、回帰式として今回は単純線型と対数線型

の2種のみを採用したので、これでは変局点はも

ち得ないが、対数線型の場合には弾力性を求める

ことができる。都市規模指標として人口をとると

き、商業地地価との関係で弾力性は1.211である。

都市規模の指標として、人口の代わりに第3次

産業就業者教や小売業総商店数をとるときも、図

5～10のように、人口の場合と殆ど同じ関係が認

められる。

以上を総合すると、図17のように、「都市領域と

してエリアをとるとき、人口規模が大きくなるほ

ど、商業地地価は高くなるが、その高くなり方は、

はじめは(この場合、人口300万人程度までは)人

口規模に比例するか、むしろ逓増的に(下に凸の

形で)増加し、その後逓減的に(上に凸の形で)

増加するJ　という関係が認められる。逓増から逓

減に向かう場合には変局点をもつことになる。

8.2　都市規模と都市集積の経済性(住宅地)

住宅地については、人口と地価の関係は、図11・

12・13のように、ほぼ原点を通る直線に近い。こ

の場合は、商業地と違って、単純線型回帰の方が

対数線型回帰よりもフィットがずっと良い。全体

としてみると-　エリアの人口規模が1万人拡大す
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図17　都市集積と都市集積の経済性の関係
(商業地)

都
市
集
積
の
経
済
性

れば、地価が3710円上昇するという関係がある。

また、表15の単純線型関係式(図11と図12に対

応する関係式)をみると、Xの係数の値が、3巨

大エリアを含む場合は0.371であるのに対して、含

まない場合は0.217であり、3巨大エリアを除いた

場合の方がやや小さい。したがって一　人口規模の

小さいときは、その増加と共に緩やかに地価が上

昇し、人口規模が一定規模より大きくなると、そ

の規模の増加に対して地価はより大きく上昇する

ことが分かる。この点は商業地の場合とはむしろ

逆である。しかし、Ⅹの係数の間に大きな違いは

なく、全体としての直線性を壊すほどではない。

さらに、都市規模措桟として人口の代わりに預

貯金残高をとるときも、図14・15・16のように、

人口の場合と同様に原点を通る直線と見ることが

できる。

以上より、図18のように、住宅地については、「都

市領域としてエリアをとるとき、人口規模が増加

するのに比例して住宅地地価は上昇する」と考え

ることができる。

9.おわりに

本稿は、はじめに述べたように「都市集積の経

済性J　と都市集積ないし都市規模との一般的関係

都
市
集
積
の
経
済
性

図18　都市集積と都市集積の経済性の関係

(住宅地)

を解明しようとするとき、その前提として解決す

べき2つの問題に対して、現代日本の実態に照ら

して解答を提供することであった。その結果、第

1の都市の区域ないし領域を如何に設定するかと

いう問題に対しては「エリア」を採用することが

適当であり、第2の問題である都市集積ないし都

市規模の尺度として如何なる指標を選定するかと

いう問題に対してはr人口J　を採用することが適

当であるという結論を得た。

ここで注意すべきは、本稿は都市規模と都市集

積の指標を選定することが目的であり.、前節でみ

たような、都市規模と都市集積の一般的関係を求

めることではない。したがって、前節で求めた図

17・18のような結果は、確かに1つの年次につい

ての結果であるが、それが他の年次にも当てはま

る一般的関係であるかどうかは別に検討されねば

ならない。この点について、参照文献に示した拙

稿(2)では4年次について検討した結果が示さ

れているが、さらに詳しい分析は続稿に譲る。

参照文献

八田達夫「巨大都市の経済学Jr経済セミナー」

1992年4月～1993年3月。

拙稿(1)r山口県における中核都市形成の必要

性」1993年、r山口経済学雑誌j第41巻第3・4号、

1～73頁。

拙稿(2)rサービス経済化と都市集積の経済性1

1993年、(財)中国電力技術研究財団より選定され
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た平成3年度産業振興に関する調査・研究等助成

に対する報告書として同財団に提出済、本文400字

詰33枚、付図表35枚。

拙稿(3)rサービス経済化と大都市国への経済

力集中」1991年、「地域経済研究」(広島大学)第

2号、57-78頁。

拙稿(4)「都市規模とニューサービス業J19卯

年、r山口経済学雑誌」第39巻第3・4号、1-36

頁。

拙稿(5)「都市集積の経済性の計測J1988年、「山

口経済学雑誌」第37巻第3・4号、59～98貢。

拙稿(6)r都市別賃金格差の　r都市的J要因J

1987年、r現代経済学の展開」春秋社、303～315貢。

拙稿(7)r都市規模とサービス業」1986年、r山

口経済学雑誌」第36第1・2号、1-40頁。
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付表1人ロ1(氾万人以上のエリアの人口と地価
(地価は最高地佃、順位は全国110エリア内の順位)

区‥域 / 項」軋 人 口 順 位 商業地地価 順 位 任聖拉岨 _
円

198醇 ~

」臥位 __
瑠∵億 人 円
年　 次

全
1985 1989 -

121048923
東 京__攻 城 壬_」L ア 29533187 1 35(沿0㈱ 1 123∝岨 1
大_腰 」医_或 三 リ　ラ 瀾 2 3 1500000 2 了細 .緬 2

古 屋 紅 瑜~三 リ　ア 6353783 3 20個 0 5 4810(氾 ナIII
京　 ~ :~1 さ商 工 リ　ア 2922119 4 2420CKX)0 3 10600(X l 3
L　~　　　 ェ　 リ　　 ア 2567347 5 13300両 6 2750両 P 了4~~~

神　 戸　 エ　 リ　　 ア
福 」固　 エ　 リ　 ア

2550911 6 20500㈱ 4 9輌 4
2233101 7 11200000 7 5566両 6

広　 島___三 _ リ　ア
仙　 台　 壬　 リ　　 ア

2227861 8 93(沿000 8 詣頭 「 5
2062857 9 9㈹ 0 9 375000 9

岡二亘二二 套　 エ_ 旦 ア 1785923 10 4000(伽 14 画両面 砲
狙_ 九　 州　 エ　 リ　 ア 1641717 11 32000(X) 19 1緬 .~r 　1　 2

_ 一発L ___壬　 リ　 ア
直姐 薩 轟_芋蔓 _Z
熊　 本　 工　 具,_　 ア
前 橋 ・高 崎 エ リ　ア
転 覧 : ェ リリ 享

駿　 東　 エ　 リ~~ ~テ

1475216 12 2360000 26 2250(泊 裏 `
1415148 13 39∝Iα)0 16 1頭編曲 28
1395146 14 4300∝旧 13 213的0 裏「
1坦 364 15 3150㈱ 20 195両 29
1321680 16 3030000 22 窟爾 ~ 了由
1220496 17 2500(氾0 24 1緬 33
1212144 18 1帥 ∝氾 35 - 了輌 ~ 27

軋 牒 _　 エ　 リ_. ア
浜　 松　 と」 リ　 ア
静　 岡 ___壬∴. リ　 ア
金　 沢　 エ　 リ　　 ア
富 山…・ 高 岡 蔓_J J
久　 塞二 大_皐旦王 リア
畳_」墜_ .エ　 リ.__ _エア
福　 山　 エ　 リ　　 ア
高~ 二垣 二二吏 二 駐_ ヱ ..

117餅)97 19 3300㈱ 18 2760(氾 了3
1163407 20 39600C沿 15 頭 函 ~ 裏
1153243 21 490(畑 0 10 3980両~~̀ 8
1152325 22 3600伽 1 亨 2700(泊 16
1118369 23 2師 32 185面 30
1080497 24 138(X氾0 45 1300輌~ 55
1018048 25 4510(氾0 12 2340(粕 1~裏~▼
1017662 26 2880000 23 1碗 「 ~ 頂 「
1017535 27 208∝氾0 29 318廊0 11

女臣　 路　 エ　 リ　　 ア 1001150 28 4720的0 11 18卸 32

付表2　中国・四国地方のエリア別人口と地価
(地価は最高地価∴順位は全国110エリア内の順位)

_- 堕R 域 / 項　 巨
単　 位

人 口 順 位 商 業 地 地価 順 位 住 宅 地地 凰 _

円

順 位
人 円

年　 次
広　 島_ エ　 リ　　 ア
岡 山　 」 貪 _艶 _エ リ　ア

1985年 198 9年 19埠
2 2 27 86 1 8 9 30 0α)0 8 5 80 0∝) 5
17 85 92 3 10 4(泊00 00 14 2 5蘭 1 9

一　 山一二妄_　 リ　 ア 10 176 6 2 26 28 8㈲ 0 0 2 3 14 2両 46
高 _ 塵 __ 旦　 リ　 ア
徳　 島 _一三 . リ　 ア
高　　　　 エ　 リ　　 ア
狂 二 重 = 享　 リ　 ア

山　 口 ・ 宇　 三 ▼リ　ア
松　 _江　 エ　 リ　　 ア
今 ムニ 選 局 遜 エ リ ア

10 17 53 5 2 7 20 8 0㈹ 0 2 9 3 18自画 　「 i~

8 34 88 9 3 2 20 1 0(沿0 3 1 2 38 6両 画 ~
7 14 75 4 3 7 19 7 00 00 3 3 2 65細 1 7

6 077 4 3 47 20 6()00 0 30 2 78 6両 1 ㌢ F
5 684 6 7 5 1 3 3 4α)0 8 5 74 100 86
5 67 3 14 5 3 8 0 0∝氾 6 1 122 6面 ~ 褒「

54 37 2 5 56 10 5α氾0 5 3 14 2両 ~ 初
取　 エ　 リ　　 ア 396 70 8 6 7 8輌 0 6 2 1 5テ6恥 3 5

下　 関　 エ　 リ　　 ア 348 35 4 7 4 9 0 00 00 58 8 1両 ~~ - 宮「~

山　 エ _ J _　」
米　 L　 l　 リ　 ア

279 97 5 85 妬 00 00 5 4 15 5両 部

2 554 17 88 5 80的 0 6 8 9 4 500 7 3
浜 隕 _∴」 軋眉 エ リ　ア
八_」 軋　 浜 _　エ　 リ　 ア

217 2(知 9 4 24 1両 10 1 74 700 碩「

196 19 7 9 9 36 300 0 80 15緬 3 9
宇　 和　　　 エ　 リ　 ア 17(柘2 8 100 5 6 8α)0 70 1 45 0疎「 有 ~
宿　 毛　 モ_ _ リ　 ア 125 03 0 10 7 33 8両 82 8両 由 7 7

エ　　 リ　　　 ア 12 124 0 10 8 2∝)α)0 106 67 7碇「 ▼.11 喪「
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